
１．重要な会計方針

　　（１）固定資産の減価償却について

固定資産の減価償却は、次の方式を採用している。

有形資産 …………　　定額法によっている。

無形資産 …………　　定額法によっている。

リース資産 …………　　リース期間定額法によっている。

　　（２）引当金の計上基準

・ 職員退職給付引当金

・ 賞与引当金

　　（３）消費税等の会計処理について

・ 消費税等の会計処理は、税込方式により行っている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

1） 基本財産はない。

2） 特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位:円）

当期減少額 当期末残高

12,491,913 30,938,464

機能保証基金 269,320 7,376,508

0 124,200,000

12,761,233 162,514,972

(注)　＊退職給付引当資産の減少は、退職金の支払いによる。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位:円）

0 (30,938,464)

(7,376,508) 0

(124,200,000) 0

(131,576,508) (30,938,464)

財務諸表に対する注記

　職員に対する賞与の支給に備えるために、当期に帰属する期間の支給見込み額を
計上している。

　職員に対する退職給付金の支給に備えるため、退職金規定に基づく期末要支給額から
中小企業退職金共済の積立金を控除した金額を計上している。

前期末残高科　目

退職給付引当資産

当期増加額

3,478,082

514,000

65,900,000資産取得引当資産

39,952,295

7,131,828

58,300,000

69,892,082105,384,123合　　計

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

科　目 当期末残高
（うち正味財産から

の充当額）

0

0

0

0

退職給付引当資産

機能保証基金

資産取得引当資産

合　　計

30,938,464

7,376,508

124,200,000

162,514,972



４．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

（単位:円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

150,296,020 36,431,514 113,864,506

59,294,769 47,350,096 11,944,673

13,865,783 12,237,475 1,628,308

90,436,356 58,837,260 31,599,096

79,814,974 48,126,789 31,688,185

697,680 697,680 0

394,405,582 203,680,814 190,724,768

５．引当金の明細

（単位:円）

目的使用 その他

賞与引当金 10,767,000 11,161,000 10,767,000 0 11,161,000

退職給付引当金 39,952,295 3,478,082 12,491,913 0 30,938,464

６．関連当事者との取引の内容

該当事項はない。

附　属　明　細　書

1　基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記２．に記載しているため、省略する。

2　引当金の明細

財務諸表に対する注記５．に記載しているため、省略する。
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